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｢内部統制システム構築の基本方針｣の一部改訂に関するお知らせ 

  

 当社は、平成 21 年 2 月 17 日開催の取締役会において、｢内部統制システム構築の基本方針｣の一部

改訂を決議いたしましたのでお知らせいたします。なお、改訂箇所には下線を付しております。 

 

記 

 

(1) 取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制 

① 企業行動規範、役員・社員行動規範を制定し、代表取締役社長が繰り返しその精神を役職員に

伝えることにより、法令遵守及び社会倫理の遵守をあらゆる企業活動の前提とすることを徹底

する。 
② 代表取締役社長は、コンプライアンス担当取締役を任命し、全社横断的なコンプライアンス体

制の整備及び問題点の把握に努める。コンプライアンス担当取締役を委員長とするコンプライ

アンス推進委員会を設置し、コンプライアンス上の重要な問題を審議し、その結果を取締役会

に報告する。各業務担当取締役は、各業務部門固有のコンプライアンスリスクを分析し、その

対策を具体化する。 
③ コンプライアンスオフィサー及び取締役ならびに監査役がコンプライアンス上の問題を発見

した場合には、すみやかにコンプライアンス推進委員会に報告する体制を構築する。社員が直

接報告することを可能とする報告相談窓口、内部告発窓口（ワコウホットライン）を設ける。

報告・通報を受けたコンプライアンス推進委員会はその内容を調査し、再発防止策を担当部門

と協議の上、決定し、全社的に再発防止策を実施する。特に、取締役との関連性が高いなどの

重要な問題は取締役会、監査役会に報告する。 
④ コンプライアンス推進委員会及び監査役は、日頃から連携の上、全社のコンプライアンス体制

及びコンプライアンス上の問題の有無の調査に努める。 
⑤ コンプライアンス担当取締役、監査役会、監査法人は定期的に会合を持ち、情報の交換に努め、

定期的にコンプライアンス推進委員会にその結果を報告する。 
⑥ 社員の法令・定款違反行為についてはコンプライアンス推進委員会から総務部に報告され賞罰

委員会に処分の審議を求め、役員の法令・定款違反についてはコンプライアンス担当役員が取

締役会に具体的な処分を答申する。 
 

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項 

文書管理規程に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書または電磁的媒体（以下「文書等」



という）に記録し、保存する。取締役及び監査役は文書管理規程により、常時、これらの文書等

を閲覧できるものとする。 

 
(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

コンプライアンス、環境、災害、情報セキュリティー等に係るリスクについては、それぞれの

担当部署にて、規則、ガイドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成等を行うものとし、

新たに生じたリスクについては、速やかに対応責任者となる取締役を定める。 

なお、組織横断的リスク状況の監視ならびに全社的対応等に関しては、リスク管理担当役員を

任命し、リスク管理規程の策定にあたる。 

 
(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

取締役会は取締役、社員が共有する全社的な目標を定め、この浸透を図るとともに、この目標

達成に向けて各部門が実施すべき具体的な目標及び権限分配を含めた効率的な達成の方法を業

務担当取締役が定め、ITを活用したシステムによりその結果を迅速にデータ化することで、取締

役会が定期的にその結果をレビューし、改善を促すことにより、目標達成の確度を高め、全社的

な業務の効率化を実現するシステムを構築する。 

 
(5) 監査役会がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制な

らびにその使用人の取締役からの独立性に関する事項 

監査役は、内部監査室所属の社員に監査業務に必要な事項を命令することができるものとし、

監査役より監査業務に必要な命令を受けた社員はその命令に関して、取締役等の指揮命令を受け

ないものとする。 

 
(6) 取締役及び使用人が監査役会に報告するための体制その他の監査役会への報告に関する体制 

① 監査役会と協議の上、監査役会に報告すべき事項を定める規程を制定し、この規程に基づき、

取締役は次ぎに定める事項を報告することとする。 
イ．経営会議で決定された事項 
ロ．会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項 
ハ．毎月の経営状況として重要な事項 
ニ．内部監査状況及びリスク管理に関する重要な事項 
ホ．重大な法令、定款違反 
へ．ワコウホットラインの通報状況及び内容 
ト．その他コンプライアンス上重要な事項 
② 使用人は前項ロ．及びホ．に関する重大な事実を発見した場合は、監査役に直接報告できるも

のとする。 
 
(7) その他監査役会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

監査役会と代表取締役社長、専務取締役との間の定期的な意見交換会を設定する。また、監査

法人とも定期的に意見交換を実施する。 

 

(8) 財務報告の信頼性を確保するための体制 

   財務報告の信頼性の確保及び金融商品取引法に基づく、内部統制の有効性の評価かつ内部統

制報告書の適切な提出に向け内部統制システムを構築する。また、本システムが適正に機能し、

運用が継続されるよう評価及び是正を行う。 

 

(9) 反社会的勢力排除に向けた体制 

   反社会的勢力排除に向けた体制を構築し、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢

力とは、一切関わりをもたず、また、不当な要求に対しては、断固としてこれを拒否する。 

以上 


